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日最大処理水量(m3/日)

5万未満

5万以上10万未満

10万以上50万未満

50万以上

日最大処理水量(m3/日)

5万未満

5万以上10万未満

10万以上50万未満

50万以上

３１％４５，７９２６５，９１６

削減率新制度による計画現行計画

高度処理費用（百万円／年）

処理水量あたりの費用が均等化

最大で約３割の費用削減効果

下水道の高度処理の推進による水質改善下水道の高度処理の推進による水質改善
※流域別下水道整備総合計画（流総計画）・・・水質環境基準の達成維持に必要な下水道の整備に関する基本計画

 

東京湾（ニ）Ⅲ

東京湾（イ）Ⅳ

千葉港（甲）Ⅳ

東京湾（ホ）Ⅱ

東京湾（ロ）Ⅳ

りん濃度
　（現況）

きれい

汚い

Ｂ市
相対的
に高度
処理の
単価が
高い

Ａ市
相対的に高度処理の
単価が安い

Ｂ市Ａ市

一層の高度処理

低いレベル
の処理

処理量が少

↑
放
流
水
質
（濃
度
）

↑
放
流
水
質
（濃
度
）

水質改善
 

東京湾（ニ）Ⅲ

東京湾（イ）Ⅳ

千葉港（甲）Ⅳ

東京湾（ホ）Ⅱ

東京湾（ロ）Ⅳ

りん濃度
（高度処理実施後）

きれい

汚い

現行の流総計画
（全ての処理場で一律の計画放流水質で非効率）

新制度による流総計画
（経済合理性に沿った計画放流水質の設定）

Ｃ市

処理量が多

（東京湾における効果試算）
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現行

見直し後

◇ 流総計画に基づく「共同負担制度」の導入

◇ これにより、全体としてより低コストで高度処理
の導入が可能に

◇ 流総計画を関係都府県が共同策定

排出負荷量を調整

処理費用の大幅軽減

少ない追加投資で更なる高度処理が可能

A市

A市 B市

B市

　

下水処理費用

Ｂ市がＡ市に費用負担

調整前

調整後

Ｂ市の下水処理費用Ａ市の下水処理費用

別１１



環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業

◇　環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係部局の連携により集中的に支援

◇　モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇　自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定・検証（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

バスの活性化

ＬＲＴの整備・
鉄道の活性化
等

道路整備等

環　　境　　の　　改　　善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクトの
推進

交差点改良等 違法駐車の取り
締まり強化

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入
ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

オムニバスタウン

ＰＴＰＳ

地域の合意に基
づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ
の導入

路上工事の縮減
バス専用レーン・
優先レーン

低公害車の導入

低公害車等の
導入

CNGバスの導
入促進

関連の基盤整
備等

歩道、自転車道、
駐輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイカー
通勤の自粛等

パークアンドラ
イド

低公害車両の優
遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発活
動

広報活動の実
施

普及啓発

シンポジウム、
イベントの実施
等

交通結節点整備
ボトルネック踏切
の解消

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

幅広い関係者の連携
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◇ 地球温暖化対策の更なる推進に向けた自動車の燃費改善

◇ 低公害車普及促進対策費補助制度の拡充・強化

◇ 次世代低公害車の開発・実用化を推進

自動車環境対策の推進　　自動車環境対策の推進　　

背景

●　地球温暖化対策推進大綱に定められた
ＣＯ２削減量（運輸部門：約4,600万ｔ－ＣＯ２）の
確実な達成に向けて、更なるＣＯ２排出抑
制対策が必要

　　環境性能の高い低公害車を普及し、エコド
ライブを推進する必要

　　自動車の燃費の更なる改善が必要
→　重量車（2.5ｔ超）に対する燃費基準が未設定
→　乗用車の燃費は税制措置やメーカーの努力によ
り、2005年度までにほぼ燃費基準達成の見込み

　　燃料電池自動車等の次世代低公害車の
開発・実用化を進める必要

課題

２

３

１

施策のポイント

　　低公害車普及促進対策費補助制度の拡充
　・ＣＮＧ車普及促進モデル地域（仮称）への支援事業
　→　自治体、運送事業者、ガス事業者等と連携して、環境先進
　　地域において重点的かつ計画的にＣＮＧ車の普及を促進
　・ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）の構築・普及
　→　アイドリングストップ等による計画的なエコドライブとこれに係る成果の評価・必要な
指導等が一体となった新しい取組みとして、ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）のモデ
ル事業を実施し、エコドライブの普及を促進
　　（ＣＯ２排出量削減対策の強化）

　　自動車の燃費改善
→　新たにトラック等の重量車への燃費基準の導入
→　燃費基準を前倒し達成しつつあるガソリン乗用車等の
　燃費規制の強化等燃費の一層の向上
　　　（ＣＯ２排出量削減対策の強化）

２

１

●　大都市地域等における大気汚染問題は
依然として厳しい状況
　　　（環境基準達成率ＮＯｘ：69％、ＰＭ：25％）

　　次世代低公害車の開発・実用化
→　次世代低公害車開発促進事業（今後、実用化を進める観点から、実証公道試験等を
実施）
→　燃料電池自動車実用化事業（燃料電池バスについて、
その実用化を進める観点から、技術基準の整備等のため
の実証試験を実施）

３
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ＦＲＰ船リサイクルシステムの構築　　ＦＲＰ船リサイクルシステムの構築　　

リサイクルシステム○ＦＲＰ（繊維強化　　
プラスチック）は高　
強度のため破砕　　
困難

○ＦＲＰ船は全国に　
広く薄く分布し、処　
理ロットの確保が　困
難

○ＦＲＰ船は再生資　
源としての有価性　に
乏しい

○ＦＲＰ廃船処理を　
行う事業者は少　　数

○一義的な処理責　
務を有する市町　　村
も、実態的に受　入
れられない

廃
船
処
理
困
難

ＦＲＰ船の
処理コスト
の低減
　20～30万円　
　⇒10万円未満

不法投棄／　
放置沈廃船の
発生抑制

◇　数年後に耐用年数を迎えるＦＲＰ船は、推定7,000～12,000隻／年。今後、ＦＲＰ廃船が増大する恐れ。

◇　ＦＲＰ船の経済的な処理システムを技術的・制度的に確立することにより、ユーザーに対して適正な処理手段を提供し、
　　不法投棄／放置沈廃船の発生を抑制。

◇　具体的には、ＦＲＰ船を破砕し、セメントの原料・燃料として再利用する技術を確立するとともに、メーカーによるＦＲＰ
　　船の引取り・リサイクルの実施、所有者によるＦＲＰ船の引渡し・リサイクル費用の負担等の仕組みを新たに導入。

Ｆ
Ｒ
Ｐ
船
の
適
正
な
処
理
手
段
の
提
供

今後ＦＲＰ廃船
が急増
○現在、不法投棄船
　は、約1,200隻に達
　する。

　⇒年々増加傾向

○1970年前後に大量
　に製造されたＦＲ
　Ｐ船が耐用年数の
　時期を迎える。　

　⇒推定7,000～　　
　　　12,000隻／年
　

不法投棄／放置沈
廃船の社会問題化
○航行の障害

○景観の損害

○漂流の恐れ

○油流出

資金管理法人

プレジャーボート所有者

処理料金支払

メーカー

処理費用支払

ＦＲＰ船引渡

セメント原料・燃料

リサイクル処理
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